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（参考様式第１号）

農 環 第 号

平成 年 月 日

農林水産省農村振興局長 殿

（関東農政局長経由）

茨城県知事 橋 本 昌

茨城県における特認基準の変更について（提出）

このことについて、特認基準を制定したいので中山間地域等直接支払交付金実施要領の運用（平成1

2年４月１日付け12構改Ｂ第74号構造改善局長通知）の第３の12の(2)に基づき、下記関係書類を添え

て提出する。

記

１．特認基準

１）特認の必要性

本県は、８法指定地域以外においても、高齢化の進行、耕作放棄地の増加、産業活動の停滞、財

政基盤の脆弱性など地域振興を図る上で、大きな課題を抱えている県北西部地域において、８法同

等の条件不利性が認められることから、県特認基準を設定する必要がある。

２）特認基準

（１）対象地域

県北西部地域（北茨城市、高萩市、日立市（旧十王町及び中里地区 、常陸太田市、常陸大宮市、）

城里町、大子町、笠間市、岩瀬町）のうち、法指定地域及び旧市町村単位で農林統計上の都市的地

域を除き、下記のアからウまでの要件を満たす地域

ア 農林業従事者割合が２０％以上又は農林地率が７５％以上

イ ＤＩＤを含まない地域

ウ 若年者比率が19％未満
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【特認地域】

北茨城市（旧磯原町、旧関南村）

常陸太田市（旧機初村、旧世矢村、旧西小沢村、旧幸久村、旧佐竹村、旧佐都村）

常陸大宮市（旧大宮町（旧大宮町、旧大賀村、旧世喜村、旧上野村、旧静村、旧塩田村、旧玉川村 ））

笠間市（旧大池田村、旧北山内村、旧南山内村、旧西山内村）

岩瀬町（旧岩瀬町、旧北那珂村、旧東那珂村）

城里町（旧常北町（旧石塚町、旧小松村、旧西郷村 ））

〃 （旧桂村（旧圷村、旧岩船村、旧沢山村 ））

（注）旧は、昭和２５年２月１日現在の市町村

（２）対象農用地

次のアからエまでのいずれかの要件を満たすこと。

ア 傾斜農用地（田1/100以上、畑、草地及び採草放牧地８度以上）

イ 自然条件により小区画・不整形な田

ウ 草地率が高い（70%以上）地域の草地

エ 高齢化率・耕作放棄率の高い農地

３）特認基準を設定する理由

（１）対象地域

ア 茨城県では、県北西部地域を対象に、従来から県単独事業により中山間地域対策として、農

業振興や地域活性化を図るための事業を実施しており、現時点においてもそのスタンスは変わ

りなく、事業の展開を図っているところである。

イ また、県北西部地域の条件不利性が平成１２年検討当時と比べても、客観的データにおいて

変わっていない、若しくは高まっている。

（耕作放棄地率）

県北西部地域 茨城県 格 差

平成１２年検討当時 ９．９％ ５．２％ ４．７％

平成１７年検討現在 １４．５％ ７．９％ ６．６％

（高齢化率）

県北西部地域 茨城県 格 差

平成１２年検討当時 ３２．０％ ２７．２％ ４．８％

平成１７年検討現在 ３８．８％ ３３．７％ ５．１％

ウ 今回、対象地域の要件において 「農林業従事者割合」を２５％から２０％に変更する理由に、

ついては、県全体の農林業従事者割合が平成１２年検討当時と比べ大きく減少(17.8%→13.5%）

したためである。

（２）対象農地

高齢化の進行により、耕作放棄地の発生を防止する必要があること。

土砂流出、洪水防止機能等の国土保全機能が高い農地であること。

２．自然的・経済的・社会的条件の不利性を示すデータ

別紙のとおり
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（新旧対照表）

現 行 次 期 対 策

１ 特認基準 １ 特認基準

（１）対象地域 （１）対象地域

①県北西部地域（北茨城市、高萩市、常陸太田 県北西部地域（北茨城市、高萩市、日立市（旧

）、 、 、市、桂村、御前山村、七会村、大宮町、山方町、 十王町及び中里地区 常陸太田市 常陸大宮市

美和村、緒川村、金砂郷町、水府村、里美村、大 城里町、大子町、笠間市、岩瀬町）のうち、法指

子町、十王町、笠間市、常北町、岩瀬町、日立市 定地域及び旧市町村単位で農林統計上の都市的地

中里地区）のうち、法指定地域及び旧市町村単位 域を除き、下記のアからウまでの要件を満たす地

で農林統計上の都市的地域を除き、下記のアから 域

ウまでの要件を満たす地域。

ア 農林業従事者割合が２５％以上又は農林 ア 農林業従事者割合が２０％以上又は農林

地率が７５％以上 地率が７５％以上

イ ＤＩＤを含まない地域 イ ＤＩＤを含まない地域

ウ 若年者比率が19％未満 ウ 若年者比率が19％未満

【特認地域】 【特認地域】

北茨城市（旧磯原町、旧関南村） 北茨城市（旧磯原町、旧関南村）

常陸太田市（旧機初村、旧世矢村、旧西小沢村、旧幸 常陸太田市（旧機初村、旧世矢村、旧西小沢村、旧幸

久村、旧佐竹村、旧佐都村） 久村、旧佐竹村、旧佐都村）

大宮町（旧大宮町、旧大賀村、旧世喜村、旧上野村、 常陸大宮市（旧大宮町（旧大宮町、旧大賀村、旧世喜

旧静村、旧塩田村、旧玉川村） 村、旧上野村、旧静村、旧塩田村、旧玉川村 ））

笠間市（旧大池田村、旧北山内村、旧南山内村、旧西 笠間市（旧大池田村、旧北山内村、旧南山内村、旧西

山内村） 山内村）

岩瀬町（旧岩瀬町、旧北那珂村、旧東那珂村） 岩瀬町（旧岩瀬町、旧北那珂村、旧東那珂村）

常北町（旧石塚町、旧小松村、旧西郷村） 城里町（旧常北町（旧石塚町、旧小松村、旧西郷村 ））

〃 （旧桂村（旧圷村、旧岩船村、旧沢山村 ））

（注）旧は、昭和２５年２月１日現在の市町村

（２）対象農用地 （２）対象農用地

次のアからエまでのいずれかの要件を満たすこ 次のアからエまでのいずれかの要件を満たすこ

と。 と。

ア 傾斜農用地（田1/100以上、畑、草地及び ア 傾斜農用地（田1/100以上、畑、草地及び

採草放牧地８度以上） 採草放牧地８度以上）

イ 自然条件により小区画・不整形な田 イ 自然条件により小区画・不整形な田

ウ 草地率が高い（70%以上）地域の草地 ウ 草地率が高い（70%以上）地域の草地

エ 高齢化率・耕作放棄地率の高い農地 エ 高齢化率・耕作放棄地率の高い農地
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茨城県特認基準参考データ整理表

農林業従事
者割合H12

同左前回値
H2

農林地率
H12

同左前回値
H2

若年者率
H12

同左前回値
H2

高齢者率
H12

同左前回値
H7

耕作放棄率
H12

同左前回値
H7

１戸当たり生
産

同左前回値
H10

（％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （千円） （％）
特認地域
　常陸太田市 22.6 28.9 69.1 72.2 16.0 16.7 39.4 32.4 12.1 6.5 561 463
　　幾初   36.7 30.7 9.7 9.3
    世矢   38.5 30.9 13.4 7.9
　　西小沢   37.4 31.3 8.8 6.1
　　幸久   41.9 33.8 6.0 2.5
　　佐竹   40.6 36.9 6.6 4.2
　　佐都   40.9 31.9 18.1 12.1
　北茨城市 12.1 15.7 77.0 79.0 17.2 17.6 33.0 27.7 11.3 11.7 647 498
　　磯原町   32.6 28.6 13.2 12.0
　　関南   31.4 26.0 8.5 11.3
　笠間市 23.2 29.1 73.1 78.1 18.5 18.4 33.1 26.9 12.2 9.3 723 547
　　大池田   32.4 26.9 15.8 9.7
　　北山内   33.3 26.1 13.2 11.0
　　南山内   32.6 26.4 9.4 7.6
　　西山内   33.1 28.6 13.6 9.6
　常北町 25.2 37.2 72.1 80.8 16.8 17.1 39.0 34.2 15.0 5.8 972 929
　　石塚   39.0 36.1 11.0 4.0
　　小松   37.8 32.3 10.0 2.3
　　西郷   39.7 34.2 22.3 10.0
　岩瀬町 25.0 31.6 71.6 78.6 17.8 18.9 32.5 25.8 5.6 4.2 1085 785
　　岩瀬   35.0 27.9 6.5 5.3
　　北那珂   30.4 24.4 4.3 2.6
　　東那珂   31.7 24.7 5.9 4.7
　大宮町 26.4 35.6 60.7 65.0 17.6 18.1 40.9 34.2 13.4 7.9 735 482
　　大宮   48.4 36.1 12.4 7.1
　　大賀   39.7 35.0 14.0 8.6
　　世喜   40.3 33.6 12.4 7.1
　　上野   38.0 33.1 7.9 2.9
　　静   36.0 29.7 8.2 3.6
　　塩田   44.8 40.5 23.6 16.6
　　玉川   40.8 33.6 24.9 14.8
　桂村 40.5 71.6 15.8 41.5 8.0 820 (法指定地
  　圷   42.3 2.5 域から特認
　　岩船   40.1 13.6 地域へ変
　　沢山   43.0 5.0 更）
特認平均 21.5 25.7 71.7 76.0 17.2 17.7 36.8 30.3 11.1 7.0 754 536
法指定地域 29.6 19.0 80.6 79.6 18.1 19.8 41.0 32.1 19.2 10.3 531 923
県平均 13.5 17.8 61.0 64.8 20.1 21.2 33.7 27.2 7.9 5.2 1626 1559
知事特認基準（現行） ２５％以上 ７５％以上 １９％未満
　　　　↓（変更） 　　　↓ 　　　　↓ 　　　↓
知事特認基準
（次期対策案）

項　　目　　別 参　考　項　目

　　〃２０％以上 　　　〃
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（参考）

◆県北西部地域

県北西部地域は、本県の北西部に位置し若者を中心とした人口の減少、他地域を大きく

上回る高齢化、耕作放棄地の増加、産業活動の停滞、財政基盤の脆弱性など地域振興を図

る上で多くの課題を抱えている。このため、昭和６０年度から農業の振興や地域の活性化

を図るための県単独事業を創設し施策を展開している。

【県単独事業】

グリーンふるさと推進振興事業 （Ｓ６０～６３）

県北西部ふるさと農業活性化事業（Ｈ １～ ７）

県北西部観光農業促進対策事業 （Ｈ ２～ ６）

県北西部いきいき農業推進事業 （Ｈ ６～１３）

中山間地域農業経営確立事業 （Ｈ１１～１５）

中山間こだわり産地づくり事業 （Ｈ１６～１８）

中山間地域を支える人づくり事業（Ｈ１７～１８）

併せて、昭和６０年度に県北西部地域の振興を図ることを目的に、県、関係市町村及び

関係団体の参加により（財）グリーンふるさと振興機構を設立し、地場産品の開発、観光

レクレーションの振興を図っている。

このように、本県では、県北西部地域を条件不利地域として一体的にとらえ、様々な施

策を実施してきた経過があり、１２年度から始められた中山間地域等直接支払制度につい

ても県北西部地域を対象地域として、８法指定地域以外を県特認地域としてきたところで

ある。

【条件不利なデータ】

「耕作放棄地率」 （単位： ｈａ）

地 域 名 耕 地 面 積 耕作放棄面積 耕作放棄率

茨 城 県 １５３，２８１ １２，０６０ ７．９％

県北西部地域 ２０，１５２ ２，９１３ １４．５％

（注）平成１２年度農業センサスより

「高齢化率」 （単位： 人）

地 域 名 農業従事者数 うち６５才以上 高齢者率

茨 城 県 ３３９，３１６ １１４，４６６ ３３．７％

県北西部地域 ６４，０５５ ２４，８２５ ３８．８％

（注 ・平成１２年度農業センサスより）
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農振第 号

平成 年 月 日

農林水産省農村振興局長 様

（地方農政局長経由）

栃木県知事 福 田 富 一

栃木県における特認基準の変更について（提出）

このことについて、特認基準を制定したいので中山間地域等直接支払交付金実施要領の

運用（平成12年４月１日付け12構改Ｂ第74号構造改善局長通知）の第３の12の(2)に基づ

き、下記関係書類を添えて提出する。

記

１ 特認基準

別添のとおり

２ 農業生産条件の不利性を示すデータ

該当なし

３ 自然的・経済的・社会的条件の不利性を示すデータ

該当なし
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（別紙）

栃木県における県特認基準について

１ 特認の必要性

中山間地域等直接支払制度における対象地域及び対象農用地については、地域振興

立法の指定地域内を基本としているが、県内のその他の地域においても同様の条件不

利地域が認められることから、県特認の基準の設定が必要である。

２ 特認基準

①対 象 地 域：中山間３法（特定農山村法、山村振興法、過疎法）の指定地域に隣接す

（ ）る市町村内の農林統計上の中山間地域 中間農業地域及び山間農業地域

（旧市町村単位）

②対象農用地：ア．急傾斜農用地（田：1/20以上、畑・草地：15度以上）

イ．急傾斜農用地と連担して一団のまとまりを形成する緩傾斜農用地

（田：1/100以上、畑・草地：8度以上）

３ 特認基準を設定する理由等

本県における中山間３法の指定地域は、県東部から北西部にかけての県境地域に位

置しているが、同地域に隣接し、同様に自然的、社会的、経済的な条件が不利な地域

にもかかわらず、法指定されていない地域を対象地域と設定し、県内中山間地域の全

体的な活性化を図る。

また、対象農用地については、耕作放棄の発生が特に懸念される急傾斜地及びこれ

と連担する緩傾斜地で構成される一団の農用地とし、地域の一体的な農地保全活動の

活性化を図る。
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４ 今回、平成１６年度までの特認基準を見直す理由

（１）本県では、平成１６年度に８市町が合併（合併後３市）し、平成１７年度には県下

１７市町村の合併（合併後６市町）が予定されており、その後の市町村合併や法指定

地域の変更等も想定されることから、ガイドラインに示される農林統計上の地域区分

（旧市町村単位）と整合を図るため、今回、特認地域の対象範囲は旧市町村の区域を

指定単位とすることを明確にし、市町村合併に伴う混乱を防止したい。

（２）平成１７年度以降の新たな対策では、将来にわたって自律的かつ継続的な農業生産

活動等の体制整備に向けて、担い手の育成や集落営農を推進することとしており、平

地から急傾斜農用地に至るまで、切れ目のない取組を展開することで、活力ある地域

営農を構築し、中山間地域の農地を維持保全していく体制整備を図りたい。

また、高齢化や鳥獣害など、平地であっても農業生産活動を継続していくことが厳

しい現状がある中、中山間地域の最上流域に位置する急傾斜農用地については、周辺

農用地との一体的な保全活動の取組なくして維持していくことは、協定参加者の負担

が大きいうえ、非常に困難である。このため、急傾斜農用地と、これと連担して一体

性のある緩傾斜農用地との一体的な農地保全の取組を支援することで、中山間地域の

持つ多面的機能を維持していきたい。

以上の理由から、今回、特認地域の対象農用地に「急傾斜農用地と連担して一団の

まとまりを形成する緩傾斜農用地」を加えたい。
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（参考様式第１号）

農地第 号

平成 年 月 日

農林水産省農村振興局長 殿

（関東農政局長経由）

神奈川県知事 松沢 成文

神奈川県における特認基準の制定について（提出）

このことについて、特認基準を制定したいので中山間地域等直接支払交付金

実施要領の運用（平成12年４月１日付け12構改Ｂ第74号構造改善局長通知）の

第３の12の(2)に基づき、下記関係書類を添えて提出する。

記

１ 特認基準

別添のとおり

２ 農業生産条件の不利性を示すデータ

該当なし

３ 自然的・経済的・社会的条件の不利性を示すデータ

該当なし
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（別紙）

神奈川県中山間地域等直接支払制度特認基準

１ 特認の必要性

本県では、中山間地域等直接支払制度を実施するに当たり、法指定地域を

優先することとして、特認基準を設定せずに取り組んできた。

しかし、法指定地域での事業効果が十分認められ周辺地域への波及が期待

できることや、法指定地域に隣接する地域等においても、近年、農業者の高

齢化の進行や耕作放棄地の増加等により、法指定地域と同程度の条件の不利

性が認められることから、これらの地域においても本制度を実施する必要が

あるので、特認地域を設定することとする。

２ 特認基準

法指定地域以外にあって、(1)のいずれかの条件を満たす地域のなかで、

(2)の要件を満たす農用地であること。

(1) 地域指定

ア 法指定地域に地理的に接する農用地（センサス集落単位）

イ 農林統計上の中山間地域（旧市町村単位）

(2) 農用地指定

急傾斜農地(田：1/20以上、畑：15度以上)

３ 特認基準を設定する理由

法指定地域に隣接する地域においては、急傾斜農地の状況、零細な経営規

模、耕作放棄地の増加等のさまざまな面で、法指定地域と同様の不利な条件

が存在していることから、特認基準のガイドラインに定める法地域以外の農

用地のうち、特に条件の不利な急傾斜農地を対象とし、県内中山間地域等の

全体的な活性化を図る。
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（参考）

神奈川県中山間地域等直接支払制度の特認基準について

１ 地域指定

区 分 該 当 要 件 該当市町村

法指定地域に地 次のいずれの要件も満たす農用地とする 小田原市(上曽我 曽我大沢)、

理的に接する農 秦野市(渋沢、平沢)

用地 ○法指定地域に市町村界で接するセンサス集落 南足柄市(苅野、上怒田)

内に存する農用地 中井町(松本上、鴨沢、

(センサス集落 古怒田、半分形、

単位) 雑色、大久保上)

真鶴町(岩)

○法指定地域の農用地と同一の山麓又は山系に

属する農用地

農林統計上の 「中間農業地域」 小田原市(片浦村)

「中山間地域」 ・耕地率20%未満で、都市的地域、山間農業 秦野市(上秦野村 北秦野村)、

、 、地域以外の市町村 相模湖町(内郷村 千木良村

(旧市町村単位) ・耕地率20%以上で、都市的地域、平地農業 小原村)

地域以外の市町村

「山間農業地域」

・林野率80%以上かつ耕地率10%未満の市町村

２ 農用地指定

特に条件の不利な急傾斜農地(田1/20以上、畑15度以上)のみに限定する。
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① 知事特認地域の概要

全国 全県
全国に
対する
割合

法指定
地域

全県に
対する
割合

知事特
認地域

全県に
対する
割合

出典

3,224 37 1.1% 7 18.9% 9 24.3% 　

3,884,040 16,978 0.4% 1,095 6.4% 1,040 6.1% 00ｾﾝｻｽ

うち田面積(ha) 2,260,674 3,967 106 94
経営耕地面積に対する割合 58.2% 23.4% 9.7% 9.1%
うち畑面積(ha) 1,354,806 9,094 345 387
経営耕地面積に対する割合 34.9% 53.6% 31.5% 37.2%
うち樹園地面積(ha 268,559 3,916 644 560
経営耕地面積に対する割合 6.9% 23.1% 58.8% 53.8%

3,120,215 30,705 1.0% 2,743 8.9% 1,796 5.8% 00ｾﾝｻｽ

1.24 0.55 0.40 0.58

8,577,329 88,444 1.0% 7,770 8.8% 5,095 5.8% 00ｾﾝｻｽ

④うち６５歳以上 2,966,328 31,627 1.1% 2,975 9.4% 1,846 5.8% 00ｾﾝｻｽ

高齢者率(=④÷③) 34.6% 35.8%  38.3%  36.2%

3,891,225 42,325 1.1% 2,352 5.6% 2,150 5.1% 00ｾﾝｻｽ

⑥うち６５歳以上 2,057,520 19,542 0.9% 1,332 6.8% 1,103 5.6% 00ｾﾝｻｽ

高齢者率(=⑥÷⑤) 52.9% 46.2%  56.6%  51.3%

210,019 1,445 0.7% 271 19% 212 14.7% 00ｾﾝｻｽ

耕作放棄地率
(=⑦(①+⑦))

5.1% 7.8%  19.8% 253% 16.9%

(注１)

(注２)

《補足説明》　　　　

※経営耕地　　

※総農家数　　 下記定義の農家の総数。

※農業従事者数

※農業就業人口

※販売農家　　

※耕作放棄地　

※耕作放棄地率

⑦耕作放棄地(ha)

項　目

市町村数

①経営耕地面積(ha)

②総農家数

１戸当りの経営耕地
(ha/戸)(=①÷②)

⑤農業就業人口
(販売農家)(人)

以前に耕作したことがあるが、調査後１年以上作物を栽培せず、しかも、こ
の数年の間に再び耕作するはっきりした意思のない土地。

00ｾﾝｻｽ2.4%2.7%0.2%

0.7% 3.8% 4.3%

＝耕作放棄地÷（経営耕地面積＋耕作放棄地）×１００％

特定農山村法、山村振興法等の地域振興立法の指定地域（南足柄市、大井
町、松田町、山北町、湯河原町、津久井町、藤野町、清川村の８市町）

農林統計の「中山間地域」及び法指定地域に地理的に接する農用地（小田
原市、秦野市、南足柄市、中井町、真鶴町の９市町）

経営耕地面積30a以上又は農産物販売金額50万円以上の農家。それ以外の農家
は自給的農家という。

平成１２年２月１日現在の経営耕地面積が10a以上の農業を営む世帯及び経営
耕地面積がこの規定に達しないか全くないものでも、調査期日前１年間にお
ける農産物販売金額が15万円以上あった世帯。

農家が経営している耕地（田、畑、樹園地）で、自家が所有している耕地
と、よそから借り入れて耕作している耕地の合計。

１５歳以上の農業世帯員のうち、調査日前１年間に仕事としては主として農
業に従事した者。（農業だけに従事した人＋農業とその他の仕事の両方に従
事した人のうち、農業が主の人）

③農業従事者数
(総農家)(人)

１５歳以上の農業世帯員のうち、調査日前１年間に少しでも自営農業に従事
した者。

00ｾﾝｻｽ

14.3% 00ｾﾝｻｽ16.4%1.5%
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② 経営規模の状況

経営耕地面積規模別の農家数割合（２０００ｾﾝｻｽ）

全国 全県
全国に対
する割合

法指定地
域(注１)

全県に
対する
割合

知事特認
地域
(注２)

全県に
対する
割合

3,120,215 30,705 1.0% 2,743 8.9% 1,796 5.8%

0.3ha未満 814,350 12,239 1,489 682
総農家数に対する割合 26.1% 39.9% 54.3% 38.0%
0.3～0.5ha 517,240 5,916 570 323
総農家数に対する割合 16.6% 19.3% 20.8% 18.0%
0.5～1.0ha 815,975 7,740 517 485
総農家数に対する割合 26.2% 25.2% 18.8% 27.0%
1.0～2.0ha 595,376 4,168 146 262
総農家数に対する割合 19.1% 13.6% 5.3% 14.6%
2.0～3.0ha 185,269 501 16 38
総農家数に対する割合 5.9% 1.6% 0.6% 2.1%
3.0～5.0ha 105,894 121 5 4
総農家数に対する割合 3.4% 0.4% 0.2% 0.2%
5.0ha以上 86,111 20 0 2
総農家数に対する割合 2.8% 0.1% 0.0% 0.1%

(注１)

(注２)

(注３)

《補足説明》　　　　

※経営耕地　　　

※総農家数　　　 下記定義の農家の総数。

1.5% 12.2% 5.6%

例外規定及び自給的農家の経営規模は、0.3ha未満として集計。

0.0% 0.0% 10.0%

6.3%

5.5%

平成１２年２月１日現在の経営耕地面積が10a以上の農業を営む世帯及
び経営耕地面積がこの規定に達しないか全くないものでも、調査期日前
１年間における農産物販売金額が15万円以上あった世帯。

農家が経営している耕地（田、畑、樹園地）で、自家が所有している耕
地と、よそから借り入れて耕作している耕地の合計。

0.3% 3.2% 7.6%

特定農山村法、山村振興法等の地域振興立法の指定地域（南足柄市、大
井町、松田町、山北町、湯河原町、津久井町、藤野町、清川村の８市
町）

「農林統計の中山間地域」及び「法指定地域に地理的に接する農用地」
（小田原市、秦野市、南足柄市、中井町、真鶴町の９市町）

0.1% 4.1% 3.3%

　知事特認地域では、傾斜地が多くまとまった耕地が少ないことから、経営耕地面積
０．５ｈａ以下の零細規模農家が全体の半分以上を占める農業構造になっています。

1.1%

6.3%

0.9% 6.7%

0.7% 3.5%

項　目

総農家数

9.6%

経営耕地面積規模別の農家数割合

19.1%

54.3%

5.3% 2.8%3.4%
5.9%

26.2%

16.6%

26.1%

0.1%
0.4%

1.6%

13.6%

25.2%19.3%

39.9%

0.0%0.2%0.6%

18.8%

20.8%

0.1%
0.2%

2.1%

14.6%

27.0%

18.0%

38.0%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

0.3ha未満 0.3～0.5ha 0.5～1.0ha 1.0～2.0ha 2.0～3.0ha 3.0～5.0ha 5.0ha以上

全国

全県

法指定

知事特認
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③ 農業就業人口の推移

＜農業就業人口（販売農家）の推移＞ （農業センサス）

(00年/90年)
(％)

①農業就業人口(人) 4,139,809 3,891,225

②うち６５歳以上(人) 1,799,636 2,057,520

高齢者率(=②÷①) 43.5% 52.9%

①農業就業人口(人) 53,765 44,923 42,325 78.7%

②うち６５歳以上(人) 16,592 17,807 19,542 117.8%

高齢者率(=②÷①) 30.9% 39.6% 46.2%

①農業就業人口(人) 3,203 2,755 2,352 73.4%

②うち６５歳以上(人) 1,202 1,331 1,332 110.8%

高齢者率(=②÷①) 37.5% 48.3% 56.6%

農業就業人口（％） 6.0% 6.1% 5.6%

うち６５歳以上（％） 7.2% 7.5% 6.8%

①農業就業人口(人) 2,771 2,266 2,150 77.6%

②うち６５歳以上(人) 929 969 1,103 118.7%

高齢者率(=②÷①) 33.5% 42.8% 51.3%

農業就業人口（％） 5.2% 5.0% 5.1%

うち６５歳以上（％） 5.6% 5.4% 5.6%

(注１)

(注２)

(注３)

(注４)

１９９０年 １９９５年 ２０００年

販売農家とは経営耕地面積30a以上又は農産物販売金額50万円以上の農家。
それ以外の農家は自給的農家という。

特定農山村法、山村振興法等の地域振興立法の指定地域(８市町)

農業就業人口とは、１５歳以上の世帯員のうち、調査日前１年間に仕事と
しては主として農業に従事した者をいう。（農業だけに従事した人＋農業
とその他の仕事の両方に従事した人のうち、農業が主）

農林統計の「中山間地域」及び法指定地域に地理的に接する農用地（９市町）

　知事特認地域では、法指定地域と同様に毎年高齢化が進行するとともに、農業就
業人口が減少しており、また、平地に比べて６５歳以上の従事者割合（高齢者率）
も大きいなど、担い手面での脆弱化が進んでいます。

地域区分

法指定地
域（注1）

知事特認
地域（注
2）

県計に対
する割合

県計に対
する割合

全国

全県
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高齢者率の推移

46.2%
51.3%
52.9%

43.5%

39.6%
30.9%

37.5%

56.6%

48.3%

33.5%
42.8%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

１９９０年 １９９５年 ２０００年

全国

全県

法指定

知事特認

農業就業人口の推移

53,765

44,923

42,325

3,203
2,755

2,352

2,771
2,266 2,150

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

１９９０年 １９９５年 ２０００年

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000全県

法指定

知事特認
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④ 年齢区分別農業就業者の推移

＜年齢区分別農業就業人口（販売農家）の推移＞ （農業センサス）

人口(人) 割合 人口(人) 割合 人口(人) 割合

15～29歳 213,593 5.2% 247,031 6.3%

30～39歳 289,500 7.0% 192,505 4.9%

40～59歳 1,157,687 28.0% 886,917 22.8%

60～64歳 679,393 16.4% 507,252 13.0%

65歳以上 1,799,636 43.5% 2,057,520 52.9%

計 0 4,139,809 100.0% 3,891,225 100.0%

15～29歳 4,244 7.9% 3,001 6.7% 3,073 7.3% 72.4%

30～39歳 5,918 11.0% 3,936 8.8% 3,109 7.3% 52.5%

40～59歳 18,947 35.2% 13,967 31.1% 11,664 27.6% 61.6%

60～64歳 8,064 15.0% 6,212 13.8% 4,937 11.7% 61.2%

65歳以上 16,592 30.9% 17,807 39.6% 19,542 46.2% 117.8%

計 53,765 100.0% 44,923 100.0% 42,325 100.0% 78.7%

15～29歳 241 7.5% 204 7.4% 176 7.5% 73.0%

30～39歳 295 9.2% 195 7.1% 103 4.4% 34.9%

40～59歳 931 29.1% 655 23.8% 466 19.8% 50.1%

60～64歳 534 16.7% 370 13.4% 275 11.7% 51.5%

65歳以上 1,202 37.5% 1,331 48.3% 1,332 56.6% 110.8%

計 3,203 100.0% 2,755 100.0% 2,352 100.0% 73.4%

15～29歳 175 6.3% 132 5.8% 155 7.2% 88.6%

30～39歳 285 10.3% 155 6.8% 86 4.0% 30.2%

40～59歳 957 34.5% 673 29.7% 543 25.3% 56.7%

60～64歳 425 15.3% 337 14.9% 263 12.2% 61.9%

65歳以上 929 33.5% 969 42.8% 1,103 51.3% 118.7%

計 2,771 100.0% 2,266 100.0% 2,150 100.0% 77.6%

(注１)

(注２)

(注３)

(注４)

１９９５年 ２０００年

特定農山村法、山村振興法等の地域振興立法の指定地域(８市町)

農業就業人口とは、１５歳以上の世帯員のうち、調査日前１年間に仕事としては主と
して農業に従事した者をいう。（農業だけに従事した人＋農業とその他の仕事の両方
に従事した人のうち、農業が主）

年齢区分

農林統計の「中山間地域」及び法指定地域に地理的に接する農用地（９市町）

人口
(00年/90
年)
(％)

　知事特認地域の農業就業者は、３０歳から５９歳までの働き盛り世代の減少、６５歳
以上の高齢者世代の増加が著しい状況となっています。

地域区分

法指定地
域

（注1）

１９９０年

知事特認
地域
（注2）

全国

全県

販売農家とは経営耕地面積30a以上又は農産物販売金額50万円以上の農家。それ以外
の農家は自給的農家という。
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年齢区分別就業人口の推移（全県）

30.9%

39.6%

46.2%

7.9% 11.0%

35.2%

15.0%

6.7% 8.8%

31.1%

13.8%
7.3%

27.6%

7.3% 11.7%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

15～29歳 30～39歳 40～59歳 60～64歳 65歳以上

1990
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年齢区分別就業人口の推移（法指定地域）

37.5%

48.3%

56.6%

16.7%

29.1%

9.2%7.5% 13.4%

23.8%

7.1%
7.4% 11.7%7.5%

19.8%

4.4%
0.0%
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60.0%

15～29歳 30～39歳 40～59歳 60～64歳 65歳以上

1990

1995
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年齢区分別就業人口の推移（知事特認地域）

33.5%

42.8%

51.3%

6.3%

10.3%

34.5%

15.3%

5.8%
6.8%

29.7%

14.9%

4.0%

25.3%

7.2%
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0.0%
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30.0%

40.0%

50.0%
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⑤ 耕作放棄地面積の推移

＜経営耕地面積と耕作放棄地面積の推移＞ （農業センサス）

(00年/90年)
(％)

経営耕地面積（ha） 4,361,168 4,117,067 3,884,040 89.1%

耕作放棄地面積（ha） 150,655 161,507 210,019 139.4%

耕作放棄地率（％） 3.3% 3.8% 5.1%

経営耕地面積（ha） 21,126 18,406 16,978 80.4%

耕作放棄地面積（ha） 1,443 1,183 1,445 100.1%

耕作放棄地率（％） 6.4% 6.0% 7.8%

経営耕地面積（ha） 1,461 1,224 1,095 74.9%

耕作放棄地面積（ha） 267 218 288 107.8%

耕作放棄地率（％） 15.5% 15.1% 20.8%

経営耕地面積（％） 6.9% 6.7% 6.4%

耕作放棄地面積（％） 18.5% 18.4% 19.9%

経営耕地面積（ha） 1,309 1,127 1,040 79.5%

耕作放棄地面積（ha） 193 189 216 112.2%

耕作放棄地率（％） 12.8% 14.4% 17.2%

経営耕地面積（％） 6.2% 6.1% 6.1%

耕作放棄地面積（％） 13.4% 16.0% 15.0%

(注１)

(注２)

(注３)

耕作放棄地率＝耕作放棄地÷（経営耕地面積＋耕作放棄地）×１００％

　知事特認地域では、担い手の減少、高齢化の進行等により、法指定地域と同様に平地
に比べて耕作放棄地率が高くなっており、また年々増大していることから、農地の果た
す公益的機能の低下が懸念されます。

地域区分

法指定地
域（注1）

知事特認
地域（注
2）

県計に対
する割合

県計に対
する割合

全　国

県計

特定農山村法、山村振興法等の地域振興立法の指定地域(８市町)

耕作放棄地とは、以前耕作したことがあるが、調査日前１年以上作物を栽培
せず、しかも、この数年の間に再び耕作するはっきりした意志のない土地。
（耕地に含まれない。）

農林統計の「中山間地域」及び法指定地域に地理的に接する農用地（９市町）

１９９０年 １９９５年 ２０００年
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耕作放棄率の推移
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⑥鳥獣被害の推移

<鳥獣害被害状況調書＞ （神奈川県緑政課調査から）

被害額 被害面積 被害額 被害面積 被害額 被害面積 被害額 被害面積 被害額 被害面積

(百万円) (ｈａ) (百万円) (ｈａ) (百万円) (ｈａ) (百万円) (ｈａ) (百万円) (ｈａ)

183.89 2,062.5 185.75 1,406.8 221.40 1,103.6 147.93 199.2 173.82 428.0

地域計 19.49 426.5 39.56 363.6 40.86 500.3 30.37 30.8 29.14 71.8

全県に対
する割合 10.6% 20.7% 21.3% 25.8% 18.5% 45.3% 20.5% 15.5% 16.8% 16.8%

南足柄市 4.26 238.6 3.50 173.3 7.34 192.7 6.96 6.5 8.24 22.8

大井町 3.50 103.6 2.27 63.5 6.31 89.6 4.98 4.9 5.69 22.9

松田町 0.76 4.1 1.63 23.0 2.07 68.4 1.33 1.6 1.30 4.4

山北町 2.83 55.5 4.63 62.1 9.92 137.8 7.48 5.2 5.44 14.2

湯河原町 0.05 0.3 0.15 0.5 0.00 0.0 2.87 3.0 1.05 1.3

清川村 5.14 13.1 24.37 27.5 12.46 9.1 2.62 2.1 0.92 1.2

津久井町 0.18 0.8 0.08 3.9 0.41 0.3 2.70 4.1 5.55 4.4

藤野町 2.77 10.5 2.93 9.8 2.35 2.4 1.43 3.4 0.95 0.6

地域計 44.45 451.9 40.41 187.0 43.25 229.2 43.99 53.7 53.93 57.9

全県に対
する割合 24.2% 21.9% 21.8% 13.3% 19.5% 20.8% 29.7% 27.0% 31.0% 13.5%

小田原市 20.27 38.7 12.23 36.3 17.10 7.4 9.40 9.4 11.66 22.8

秦野市 12.23 281.4 17.14 63.8 2.11 10.6 8.80 11.1 11.87 7.8

伊勢原市 8.86 85.0 2.97 13.7 3.11 3.5 3.23 5.5 14.88 10.7

中井町 2.48 38.2 1.17 41.3 9.67 198.6 4.91 4.2 3.55 11.2

箱根町 0.09 1.5 0.06 3.5 0.00 0.0 0.00 0.0 0.00 0.0

真鶴町 0.40 2.4 0.07 0.3 0.00 0.0 1.44 1.2 8.46 3.6

城山町 0.04 0.1 3.30 4.5 2.75 4.7 0.28 0.5 0.19 0.2

相模湖町 0.08 4.6 3.47 23.6 8.51 4.4 15.93 21.8 3.32 1.6

※集計は、市町村単位で行っている。

地
域
別
市町村別

　知事特認地域では、耕作放棄の拡大により、法指定地域と同様に鳥獣害をはじめとした農産物等へ
の被害が問題となっています。今後は、鳥獣被害を最小限にとどめるよう、先進技術の確保と導入の
促進、被害状況に応じた被害防止施設を整備することが必要であると考えます。

平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度平成１１年度

知
事
特
認
地
域
市
町
村
※

全県
法
指
定
地
域
市
町
村
※
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鳥獣被害額の推移
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鳥獣被害額の県下全域に対する割合の推移
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中 山 間 第 号

平成 年 月 日

農林水産省農村振興局長 川村秀三郎 殿

（北陸農政局長経由）

石川県知事 谷 本 正 憲

石川県における特認基準の制定（変更）について（提出）

このことについて、特認基準を制定したいので中山間地域等直接支払交付金実

施要領の運用（平成12年４月１日付け12構改Ｂ第74号構造改善局長通知）の第３

の12の(2)に基づき、下記関係書類を添えて提出する。

記

１ 特認基準（別紙１のとおり）

２ 農業生産条件の不利性を示すデータ（別紙２のとおり）

３ 自然的・経済的・社会的条件の不利性を示すデータ（別紙２のとおり）
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石 川 県 の 特 認 基 準

県特認地域等の特認基準

対象地域の基準 地域振興５法地域に隣接している旧市町村の範囲にあって、

１ 次のア又はイのいずれかに該当する地域であり、かつ、ウの

要件を満たす地域

ア 過去１０年間の人口が減少し、かつ林野率が７５％以上又

は耕地の傾斜が１／２０以上の割合が５０％以上の集落

イ 過去１０年間の人口減少率が１０％以上及び地域振興５法

地域又は１のアに隣接する集落

ウ 耕作放棄率及び農業従事者割合が、地域振興５法の適用を

受ける県内地域全体の率及び割合以上

２ １に該当しない地域であって、前対策で特認地域に指定され

た次のア及びイの要件を満たす地域

ア 林野率が８５％以上又は耕地の傾斜が１／２０以上の割合

が６０％以上

イ 耕作放棄率及び農業従事者割合が全国平均（耕作放棄率に

あっては中山間地域における平均）以上

対象農用地の基準 中山間地域等直接支払交付金実施要領第４の２の（１）から

（４）までのいずれかの基準を満たす農用地
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○特認の必要性

本県の地域振興５法地域は、能登半島の全域と加賀では主に白山山麓地域である。

しかし、富山県境や白山山麓の山岳地帯に隣接する地域にあっては、同様に自然的・

経済的・社会的条件の不利性のある農地が多く、金沢・加賀平野の都市部に対する多面

的機能の発揮にもつながることから、前対策に引き続き特認地域を設定することとし、

県内中山間地域における農地保全や農業生産活動等の活発化を図りたい。

○特認基準を変更する理由

本県においては、平成８年度に中山間地域の振興の促進を図るため 「中山間地域対、

策総室」を設置し、県独自の中山間地域の基準を定めていたことから、中山間地域等直

接支払制度の創設時（平成１２年度）の特認地域設定の際にも当該基準を適用すること

とした。

県独自の中山間地域については、当時から変更されておらず、今後も引き続き、当該

エリアを対象として中山間地域振興のための各種施策を講じることとしている。

直接支払制度についてもこれらの施策と一体的に推進していく方針であるが、新対策

へと移行したことに伴い、特認地域に関するデータについて2000年国勢調査及び農林業

ｾﾝｻｽ(前回は1995年国勢調査・農林業ｾﾝｻｽ)をもとに算定し直すと、集落の人口が１０年

間でわずかに増えたり、耕作放棄率が県内地域全体の５法地域の平均を下回る地域が見

られ、特認地域からはずれる集落があることが判明した。

しかしながら、これらの集落では、厳しい地域条件の中で直接支払制度等の活用によ

り、農業生産活動への意欲の向上が見られている一方で、継続的な農業生産活動のため

の体制整備については今後の課題となっており、引き続き、支援することが求められて

いる。

このため、今回新たに「前対策で特認地域に指定された地域」であって、林野率が

８５％以上又は耕地の傾斜が１／２０以上の割合が６０％以上、かつ、耕作放棄率及び

農業従事者割合が全国平均以上である地域については、引き続き条件不利地域として対

象地域とするものである。
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別紙２

特認対象地域における各種データ

耕作放棄率（H12、％） 農業従事者 人口減少率 人口密度 農家人口減 ＤＩＤ ５法地域
割合 少率 との関係

田 畑

(H12、％) H2→H12､ (H12､ /㎢) H2→H12､人
％ （注） ％

金沢市 旧浅川村の一部 １６．４ １３．８ ３６．７ ５１．８ １５．６ ３２．９ ２１．０ 含まない 隣 接

旧三谷村の一部 １６．６ １２．１ ４４．７ ５０．６ １３．６ ６４．９ １８．５ 〃 〃

旧金沢市の一部 １５．４ ２３．１ ４４．２ ４１．３ １３．５ ２９．５ １６．８ 〃 〃

旧花園村の一部 １９．５ １６．２ ２６．２ ５１．４ １３．２ ４９．９ ３９．２ 〃 〃

（金沢市特認計） １６．７ １４．１ ３７．１ ５０．４ １４．４ ４１．７ ２１．３

５法地域平均 １２．４ １０．１ ４０．４ １４．１ △２．７ ４７．１ ２８．２

小松市 旧小松市の一部 ７．４ ６．７ ２６．２ １９．４ １０．２ ５７．１ ３３．３ 含まない 隣 接

５法地域平均 ３．１ ２．０ ２３．７ １７．６ ４．８ ５８．６ ３０．３

特認地域平均 １６．４ １３．８ ３７．０ ４８．０ １４．１ ４２．６ ２１．８

５法地域平均 １１．１ ８．１ ２１．９ ２１．３ ３．１ １１３．１ ２７．８

その他地域平均 ２．２ １．８ ７．３ ５．０ △３．７ １０２６．９ ２７．７

県平均 ７．５ ５．４ １８．３ １０．３ △１．４ ２８２．２ ２７．８

（注）集落単位での総土地面積を示す公式なデータは存在しないため、県独自の調査結果をもとに集計
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別紙２－１

特認対象地域における各種データ

基準の１に該当する地域

耕作放棄率（Ｈ12、％） 農業従事者 人口減少率 人口密度 ＤＩＤ ５法地域 １／２０ 林野率
割合 との関係 傾斜割合

田 畑

Ｈ12 ％ Ｈ2 Ｈ12、 Ｈ12、 （％） （％）（ 、 ） →
％ 人／㎢

金沢市 旧浅川村の一部 16.8 14.0 38.8 51.2 17.2 33.1 含まない 隣 接 100 75

旧三谷村の一部 16.3 12.0 44.4 60.2 19.1 52.6 100 86〃 〃

旧金沢市の一部 15.5 26.7 38.4 38.9 16.2 32.8 90 76〃 〃

旧花園村の一部 17.4 13.7 25.3 55.7 26.6 43.0 100 76〃 〃

５法地域平均 12.4 10.1 40.4 14.1 2.7 47.1 - 84△

小松市 - - - - - - - - -

５法地域平均 11.1 8.1 21.9 21.3 3.1 113.1 - 72

その他地域平均 2.2 1.8 7.3 5.0 3.7 1026.9 - 36△

県平均 7.5 5.4 18.3 10.3 1.4 282.2 - 66△
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別紙２－２

特認対象地域における各種データ

基準２に該当する地域

耕作放棄率（Ｈ12、％） 農業従事者 農家人口減 人口密度 ＤＩＤ ５法地域 １／２０ 林野率
割合 少率 との関係 傾斜割合

田 畑

Ｈ12 ％ Ｈ2 Ｈ12、 Ｈ12、 （％） （％）（ 、 ） →
％ 人／㎢

金沢市 旧浅川村の一部 12.7 11.7 20.4 82.7 18.6 30.6 含まない 隣 接 100 81

旧三谷村の一部 18.3 12.5 46.1 27.4 14.8 156.0 91 80〃 〃

旧金沢市の一部 14.8 8.5 69.0 67.9 30.8 15.1 100 86〃 〃

旧花園村の一部 27.7 26.7 29.3 38.5 30.3 89.7 100 76〃 〃

５法地域平均 12.4 10.1 40.4 14.1 28.2 47.1 - 84

小松市 旧小松市の一部 7.4 6.7 26.2 19.4 33.3 57.1 含まない 隣 接 0 87

５法地域平均 3.1 2.0 23.7 17.6 29.0 58.6 - 84

５法地域平均 11.1 8.1 21.9 21.3 22.6 113.1 - 72

その他地域平均 2.2 1.8 7.3 5.0 25.3 1026.9 - 36

県平均 7.5 5.4 18.3 10.3 27.8 282.2 - 66

全国平均 7.1 - - 7.9 22.2 - - -※

※全国の中山間地域の平均
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農商第 号

平成 年 月 日

農林水産省農村振興局長 様

（東海農政局長経由）

三重県知事 野呂 昭彦

三重県における特認基準の変更について

このことについて、特認基準を変更したいので中山間地域等直接支払交付金

実施要領の運用（平成１２年４月１日付け１２構改Ｂ第７４号構造改善局長通

知）の第３の１２の（２）に基づき、関係書類を添えて提出します。
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１ 特認基準

農林統計に用いる農業地域類型区分で旧市町村毎に分類される中間農業地

域及び山間農業地域、または前対策で特認地域に指定された地域で､５法地

域に地理的に接し、高齢化率または人口減少率が５法地域と同等以上の旧市

町村または集落であって、傾斜地等の農地等における多面的機能を確保する

必要性は高いが、農業生産条件が不利で、耕作放棄地の発生の懸念が大きい

と市町村長が認める地域。

（特認の必要性及び特認基準を変更する理由）

三重県においては、平成１２年度より「農林統計に用いる農業地域類型区

分で旧市町村毎に分類される中間農業地域及び山間農業地域であって、傾斜

、 、地等の農地等多面的機能を確保する必要性は高いが 農業生産条件が不利で

耕作放棄地の発生の懸念が大きいと市町村長が認める地域」を対象地域とす

る特認基準を設定し､事業を実施してきたが、平成１３年１１月３０日の農

林統計に用いる地域区分の改訂に伴い、一部地域が特認指定地域から外れる

こととなった。

しかし、当該地域は農業専従者の高齢化が進んでおり､耕作放棄値の増加

割合も県平均を上回る増加をしていることから、今後更なる耕作放棄地の発

生が懸念される地域である。

このことから、当該地域を引き続き特認指定地域とすることにより、耕作

放棄地の発生防止を図るとともに、これまでの取り組みを活かし、自律的か

つ継続的な農業生産活動等の体制整備に向けた取り組みを積極的に推進する

必要があるため。
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三重県における特認基準新旧対照表

変更後 現 行

農林統計に用いる農業地域類型 農林統計に用いる農業地域類型

区分で旧市町村毎に分類される中 区分で旧市町村毎に分類される中

間農業地域及び山間農業地域、ま 間農業地域及び山間農業地域であ

たは、前対策で特認地域に指定さ って、傾斜地等の農地等多面的機

れた地域で、５法地域に地理的に 能を確保する必要性は高いが、農

接し、高齢化率または人口減少率 業生産条件が不利で、耕作放棄地

が５法地域と同等以上の旧市町村 の発生の懸念が大きいと市町村長

または集落であって、傾斜地等の が認める地域。

農地等における多面的機能を確保

する必要性は高いが、農業生産条

件が不利で、耕作放棄地の発生の

懸念が大きいと市町村長が認める

地域。
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三重県の特認基準における生産条件等の不利性を示すデータ

耕地面積
田 畑 樹園地 合計 （ｈａ） 耕作放棄率 （ｈａ） （ｈａ） 耕作放棄率 面積 増減率

41,868 5,518 4,671 52,057 3,653 6.6% 55,940 2,869 4.9% 784 1.7%

17,131 2,148 2,772 22,051 1,960 8.2% 23,819 1,666 6.5% 294 1.6%

国津村 52 8 1 61 7 10.3% 68 4 5.6% 3 4.7%

伊賀市 阿山町 玉滝村 248 6 1 255 22 7.9% 271 14 4.9% 8 3.0%

2,804 222 63 3,089 202 6.1% 3,169 126 3.8% 76 2.3%

滝川村 105 23 3 131 9 6.4% 144 4 2.7% 5 3.7%

伊賀市 阿山町 鞆田村 263 8 1 272 17 5.9% 279 7 2.4% 10 3.4%

（ｈａ） 農林地率 農業従事者 農業従事者割合

9.0% 427,521 74.1% 54.7 63.8 182,828 19.7%

5.3% 346,403 83.0% 57.3 65.1 78,337 25.3%

国津村 2.2% 2,010 73.5% 55.4 69.2 413 91.2%

伊賀市 阿山町 玉滝村 9.8% 2,210 85.0% 53.6 63.3 803 55.6%

11.2% 18,584 67.4% 54.8 66.7 10,840 43.7%

滝川村 14.2% 632 68.5% 55.6 69.5 681 30.4%

伊賀市 阿山町 鞆田村 19.0% 686 47.9% 53.5 66.3 754 82.3%

面積 人口密度 Ｈ７

総人口 65歳以上 高齢化率 労働者数 農業就業者数 農業就業者割合 （k㎡） （人/1k㎡） 総人口 増減数 増減率（％）

1857339 350959 18.9% 929,866 35,679 3.8% 5,776 321.54 1,841,358 15,981 0.87

621841 144750 23.3% 309,738 16,725 5.4% 4,166 149.28 634,290 -12,449 -1.96

国津村 1072 403 37.6% 453 67 14.8% 27 39.18 1,112 -40 -3.60

伊賀市 阿山町 玉滝村 1950 525 26.9% 1,445 178 12.3% 26 75.00 2,050 -100 -4.88

51237 10701 20.9% 24,820 1,784 7.2% 276 185.78 49,163 2,074 4.22

滝川村 4602 894 19.4% 2,237 116 5.2% 9 499.13 4,641 -39 -0.84

長坂集落 152 50 32.9% 83 2 2.4%

鞆田村 1926 511 26.5% 916 90 9.8% 14 134.50 2,039 -113 -5.54

西湯舟集落 421 99 23.5% 198 14 7.1%

東湯舟集落 246 53 21.5% 113 26 23.0%

湯舟集落 103 22 21.4% 41 4 9.8%

名張市

　県　計（平均）

５法地域計（平均）

名張市

特認地域計（平均）

農林地面積 農業従事者の
平均年齢

農業専従者の
平均年齢

農業従事者数

５法地域計（平均）

特認地域計（平均）

名張市

新市町名 市町村名 旧村名

　県　計（平均）

農業センサス（平成１２年） 農業センサス（平成７年） Ｈ７→Ｈ１２
耕作放棄の増減耕作放棄地 耕作放棄地経営耕地面積(ha）

名張市

伊賀市 阿山町

特認地域計

名張市

名張市

　県　計（平均）

５法地域計（平均）

新市町名 市町村名 旧村名

Ｈ７→Ｈ１２
国勢調査（平成１２年）

新市町名 地域別農業就業者数Ｈ１２市町村別老年人口市町村名 旧村名

農業センサス（平成１２年）

耕地率
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第 号

平成 年 月 日

農林水産省農村振興局長 様

（地方農政局長経由）

鳥取県知事

鳥取県における特認基準の変更について（提出）

このことについて、特認基準を変更したいので中山間地域等直接支払交付金実施要領の

運用（平成12年４月１日付け12構改Ｂ第74号構造改善局長通知）の第３の12の(2)に基づ

き、下記関係書類を添えて提出します。

記

特認基準 別紙のとおり
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（別 紙）

中山間地域等直接支払制度に係る知事特認基準の変更

１ 特認基準変更の必要性

本県においては、平成１２年度より、農林統計上の中山間地域並びに特定農山村地域に

おける農林業等の活性化のための基盤整備の促進に関する法律（平成５年法律第72号）第

、 （ ）２条第４項の規定に基づき公示された特定農山村地域 山村振興法 昭和40年法律第64号

第７条第１項の規定に基づき指定された振興山村地域、過疎地域自立促進特別措置法（平

成12年法律第15号）第２条第１項の規定に基づき公示された過疎地域（同法第33条第１項

又は第２項の規定により過疎地域とみなされる区域を含む （以下「３法指定地域」とい。）

う ）に地理的に接する農用地を対象地域とした特認基準を設定し、事業実施してきたと。

ころである。

このたび、新対策に取り組むに当たり、条件不利性に関するデータ更新した結果、過疎

化の進展等により下記２の（３）の要件を満たす区域内（国のガイドラインと同様）に、

下記２の（４）及び（５）に該当する農用地が存在することが判明した。

本県としては、これまでの本事業による実施状況やその評価結果を踏まえ、本事業を活

用して、条件不利地域における自律的かつ継続的な農業生産活動の体制整備に向けた取組

を積極的に推進していく考えであることから、変更が必要と考える。

２ 特認基準変更内容

〈変更後〉

３法指定地域外の地域のうち、次の（１）から（３）までのいずれかの要件に該当する

地域の中で （４ （５）のいずれかの要件を満たす農用地であること。、 ）、

（１）農林統計上の中間農業地域及び山間農業地域（旧市町村単位）

（２）３法指定地域に地理的に接する農用地（３法指定地域に接する集落（３法指定地域

からの地形が連続している地域内の集落を含む ）の区域）。

（３）次のアからウまでの全ての要件を満たす地域（旧市町村単位）

ア 農林業従事者割合が10％以上又は農林地率が75％以上であること。

イ ＤＩＤ（人口集中地区）からの距離が30分以上であること。
2ウ 人口の減少率（平成7年～12年）が3.5％以上で、かつ、人口密度150人／km

未満であること。

（４）急傾斜農用地

（５）次の要件を満たす農用地であって、市町村長が必要と判断するもの

急傾斜農用地と物理的に連担する緩傾斜農用地
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平 農村振興第 号

平成 年( 年) 月 日

農林水産省農村振興局長 様

（中国四国農政局長経由）

山口県知事 二 井 関 成

山口県における特認基準の制定について（提出）

このことについて、特認基準を制定したいので中山間地域等直接支払交付金実施要領の

運用（平成12年４月１日付け12構改Ｂ第74号構造改善局長通知）の第３の12の(2)に基づ

き、下記関係書類を添えて提出する。

記

１ 特認基準

別紙のとおり
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別紙

８法外地域 実施要領第４の１の(1)から(8)まで以外の地域 で ８法に準ずる地域 特（ ） 、 （

認地域）及び農業生産条件の不利な農用地（特認基準）について、次のとおり定める。

１ 特認地域

(1) 農林統計上の中山間地域（農林統計に用いる地域区分の改訂について（平成13年11月

30日付け13統計第956号の３の(2)の農業地域類型区分のうち「中間農業地域」及び「山

間農業地域」をいう ）で､かつ､次の要件をいずれも満たす旧市町村（昭和25年２月１。

日現在の市町村をいう ）範囲の地域。

ア 農林業従事者割合が10%以上又は農林地率75%以上

イ 平成７年から平成12年の人口減少率が3.5％以上で､かつ､人口密度が150人/k 未満㎡

(2) ８法地域に隣接する集落のうち、高齢化率が30％以上又は集落内の農家比率85％以上

の集落の範囲

(3) 農林統計上の中山間地域にある旧市町村及び８法地域に隣接する集落で、平成12～16

年度に指定された地域及び集落において、引き続き(1)及び(2)と同程度の自然的・経済

的・社会的条件の不利性があると認められる範囲

２ 特認基準

特認地域に存する農用地区域内に存在する１ha以上の面積を有する一団の農用地であ

って、勾配が田で1/20以上、畑、草地で15度以上である農用地及び小区画・不整形の水田

（改正理由）１(3)の追加

平成17年度において、中山間地域等直接支払交付金実施要領の運用別記４「特認基準の

ガイドライン」に定める旧市町村及び８法地域に隣接する集落（以下「地域」という ）。

にあり、かつ、平成12～16年度において知事特認地域に指定されている地域の中には、今

回の算出データの基準年の変更により、集落協定を実施している対象農用地のある集落協

定締結の範囲外で、集落協定に基づく共同取組活動に影響のない要因により、知事特認に

定める人口減少率等数値基準に非該当となった地域が存在する。

このため、これら地域において、これまでの取組の成果を活かし、農業生産活動を通じ

た農地保全や多面的機能の確保に資するため、引き続き集落協定活動に取り組ませること

が必要と判断した。

なお、知事特認の指定に当たっては、知事特認に定めてある数値基準と同等の条件不利

性があると認められる地域に限ることとした。
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番 号

平成 年 月 日

農林水産省農村振興局長 様

（九州農政局長経由）

佐賀県知事 古川 康

佐賀県における特認基準の制定(変更)について（提出）

このことについて、特認基準を制定したいので中山間地域等直接支払交付金実施要

領の運用 平成12年４月１日付け12構改Ｂ第74号構造改善局長通知 の第３の12の(2)（ ）

に基づき、下記関係書類を添えて提出する。

記

別紙のとおり

（担当課 生産者支援課）
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（別 紙）

１ 特認基準

（アンダーラインを変更）（１）特認基準

（地域の基準）

Ⅰ 「特認地域」は、地域振興立法の指定地域（以下「法指定地域」という ）以外。

であって、次に掲げる①、②、又は③のいずれかを満たす地域とする。

① 農林統計上で、中間農業地域又は山間農業地域に区分される旧市町村

② 傾斜農用地（田1/100以上、畑等８度以上）を有し、法指定地域（含む県外）

と山で接する旧市町村（法指定地域と自然条件が連続する集落に限定する）

③ ①および②以外の地域で、平成12年度から16年度まで「過疎地域自立促進特別

措置法」附則第５条第１項に規定する特定市町村内にあって、次の要件を満たす

地域（センサス集落）

ア 農業従事者割合が県平均（16.2％）以上で、農業への依存度が高い旧市町村

内にある地域

イ ＤＩＤ地区（人口集中地区）を含まない地域

ウ 人口減少率が3.5％以上の旧市町村内にある地域

（適用する農用地）

Ⅱ 「特認地域」で適用する農用地は、次に掲げる①又は②のいずれかを満たす農用

地とする

① 急傾斜農用地（田1/20以上、畑等15度以上）

② 次のアからウまでのいずれかを満たす緩傾斜農用地（田1/100以上、畑等８度

以上）

ア 急傾斜農用地と連担している場合

イ 高齢化率及び耕作放棄率が高い場合

（高齢化率：30％以上、耕作放棄率：田５％以上、畑等10％以上）

ウ 緩傾斜畑が急傾斜田に混在する場合

（２）特認の必要性

本県では、35市町村のうち19市町村（一部指定を含む）が８法指定地域内にあ

るが、８法指定外にあっても、自然的・経済的・社会条件が不利な地域があり、

このような地域では、耕作放棄の発生が懸念されることから、特認地域を設定す

る必要がある。
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（３）特認基準を設定する理由

「Ⅰ 特認地域」の①及び②については、国の「特認基準のガイドラインに

ついて」に定める基準とする （変更なし）。

、 「 」 、③については 国の 特認基準のガイドラインについて に準じた基準とし

「平成12年度から16年度まで『過疎地域自立促進特別措置法』附則第５条第１

項に規定する特定市町村内」に限定し、

ア 農業従事者割合が県平均（16.2％）以上で、農業への依存度が高い旧

市町村内にある地域

イ ＤＩＤ地区（人口集中地区）を含まない地域

ウ 人口減少率が3.5％以上の旧市町村内にある地域

の基準を満たす地域（センサス集落）とする。

この要件によって対象となりうる農地がある地域は、農業従事者割合が32.2

％と県平均（16.2％）以上で農業への依存度は高く、また、高齢化率について

は、30.4％（県平均30.3％）と８法地域内30.5％と同程度に高く、さらに、耕

作放棄地率が9.5％（県平均4.8％）と高く今後ともその発生が懸念される。

なお、③において、対象地域を「平成12年度から16年度まで『過疎地域自立

促進特別措置法』附則第５条第１項に規定する特定市町村内」に限定している

のは、平成12年度から16年度にかけて「中山間地域等直接支払制度」に取り組

んだ地域では、多面的機能の増進を図るため、その交付金を活用し地域の実態

に即した農業生産活動に取組み始めたところであり、引き続き同制度に取り組

むことで、耕作放棄の発生防止による多面的機能の増進がより一層確実なもの

となることが見込まれる。このため、同制度に継続して実施する地域を限定し

て対象することとしたところである。

また、本県には、ＤＩＤ地区（人口集中地区）を含む市町村は、県内に散在

しており、かつ、急傾斜農地など条件不利地域もＤＩＤ地区等の平坦部に比較

的近くにある。このため、国のガイドラインにあるＤＩＤ地区から車での距離

が30以上の地域は、県全体でも10％と少なく、農林統計上の山間農業地域にあ

っても10％しかなく、これを特認地域の要件に当てはめることはなじまない。

さらに、本県では、人口密度が県平均で359人／ｋ㎡、８法地域内において

も231人／ｋ㎡となっており、国のガイドラインである150人／ｋ㎡未満を、特

認地域の要件に当てはめることはなじまない。

（４）今回新たに追加する特認地域

有明町（旧竜王村）
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２ 農業生産条件の不利性を示すデータ

指 標 前対策におけ県独自基準によ

県平均 ８法地域 る 特 認 地 域る特認対象地域

（旧市町村単（今回追加）

位）

耕作放棄地率 9.5％ 4.8％ 8.5％ 5.0％

３ 自然的・経済的・社会的条件の不利性を示すデータ

指 標 ８法地域 前対策にお県独自基準によ

県平均 ける特認地る特認対象地域

域（旧市町（今回追加)

村単位）

林野率 39.1％ 45.1％ 54.7％ 49.1％

人口密度(人/ｋ㎡) ２５４ ３５９ ２３１ ３１８

人口減少率 5.3％ 0.9％ 2.2％ -0.5％

高 齢 化 率 30.4％ 30.3％ 30.5％ 31.0％

農業従事者割合 32.2％ 16.2％ 19.6％ 19.5％

農林地率 72.2% 68.9% 71.8% 64.7%

ＤＩＤからの距離 約25分

注：人工減少率については、市町村単位




